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交通事故等による交通安全施設復旧要領の制定について（例規通達）

岐阜県交通安全施設の管理等に関する訓令（平成１３年岐阜県警察訓令第３号）

第７条第２項及び第８条ただし書きの規定に基づき、交通安全施設損壊事案発生時

の復旧措置を適正に処理するため、交通事故等による交通安全施設復旧要領を別添

のとおり制定し、平成１３年４月１日から運用することとしたので、誤りのないよ

うにされたい。



別添

交通事故等による交通安全施設復旧要領

第１ 趣旨

この要領は 「岐阜県交通安全施設の管理等に関する訓令 （平成１３年岐阜、 」

県警察訓令第３号）第７条第２項及び第８条ただし書きの規定に基づき、交通安

全施設が交通事故等により損壊し、復旧を要する場合の事務手続きに関する必要

な事項を定めるものである。

第２ 用語の意義

この要領における用語の意義は、次のとおりとする。

(1) 交通安全施設

信号機、道路標識、パーキング・メーター、パーキング・チケット発給設

備、交通管制センター端末装置等及びこれに付帯する設備をいう。

(2) 交通事故等

車両等による交通事故のほか故意又は過失による損壊事故及び作業事故を

いう。

第３ 警察署長の措置

１ 警察署長（以下「署長」という ）は、交通安全施設が交通事故等により損。

壊した場合は、被害状況を確認し 「交通事故等による交通安全施設損壊速報、

書 （別記様式第１）により交通部交通規制課長（以下「交通規制課長」とい」

う ）に速報するとともに、事案の概要及び損壊状況等を「交通事故等による。

交通安全施設損壊報告書 （以下「損壊報告書」という （別記様式第２）に」 。）

より、警察本部長に報告するものとする。

２ 署長は、交通安全施設を損壊した加害者（以下「加害者」という ）が判明。

している場合は、加害者に対して緊急の復旧に要した費用を請求する旨等を告

知し 「交通安全施設復旧誓約書 （別記様式第３）を提出させるものとする。、 」

なお、加害者が複数の場合は、それぞれから徴収するものとする。

３ 署長は、交通安全施設が損壊した現場における二次災害発生の未然防止措置

を行うとともに、交通安全施設が復旧するまで交通整理員を配置するなど、所

要の措置を講ずるものとする。

第４ 緊急措置

１ 適用範囲

緊急措置の適用範囲は、交通安全施設が交通事故等により損壊を受けた場合



において、二次災害の防止と交通の安全と円滑を図るため、緊急に交通安全施

設を復旧させる必要がある場合に適用する。

２ 交通規制課長の措置

(1) 交通規制課長は、緊急措置の必要がある場合は、岐阜県と交通安全施設の

修繕について契約した業者（以下「契約業者」という ）へ復旧工事を発注。

し、速やかに復旧を図るものとする。

(2) 交通規制課長は、加害者との間で復旧費の支払いについて示談が成立した

ときは、約定書（別記様式第４）を作成するものとする。

(3) 交通規制課長は、加害者に復旧に要した費用の支払能力がない等訴訟事案

に発展するおそれがあると認めた場合には、損壊報告書等関係書類の写しを

総務室会計課長 以下 会計課長 という 及び警務部監察課長 以下 監（ 「 」 。） （ 「

察課長」という ）に送付して、その対策を協議するものとする。。

３ 復旧工事の歳出事務

、 （ 。復旧工事の支出手続きは 岐阜県会計規則 昭和３２年岐阜県規則第１９号

以下「会計規則」という ）の規定に基づき、次の区分で行うものとする。。

(1) 復旧工事の発注

、 、交通規制課長は 署長から緊急に復旧を要する事案の速報を受けたときは

契約業者へ復旧工事を発注するものとする。

(2) 完成届

交通規制課長は、復旧工事が完成したときは、契約業者から工事完成届及

び完成写真を速やかに提出させるものとする。

(3) 完成検査

検査員は、完成届を受理したときは会計規則に定めるところにより、復旧

工事の履行を確認し検査しなければならない。

(4) 支出手続

交通規制課長は、契約業者から検査終了後に請求書を受理した場合は、直

ちに支出負担行為書兼支出金調書を作成し、会計課長の支出命令を受けなけ

ればならない。

４ 復旧費の歳入事務

復旧費の収入手続きは、会計規則の定めるところにより、次の区分で行うも

のとする。

(1) 収入調定

交通規制課長は、約定書を締結後、速やかに調定決議書兼収入金調書を作

成し、会計課長の収入命令を受けなければならない。

(2) 分割調定



交通規制課長は、約定書締結時において加害者から復旧費の分割納入の申

し出を受けたときは、約定書に加害者の資産及び家計状況等の調査報告を付

して会計課長と協議するものとする。

(3) 復旧費の請求

、 。復旧費の請求は 納入通知書により加害者に納入の通知をするものとする

(4) 納入期限

復旧費の納入期限は、納入通知を発する日から２０日以内とする。

(5) 未納者に対する督促

交通規制課長は、納期限までに復旧費を完納しない者があるときは、納期

限後２０日以内に督促状を発し、１０日以内に完納すべき旨を督促しなけれ

ばならない。

(6) 強制執行等

交通規制課長は、督促状により納期限を経過してもなお納入しない者に対

しては、会計課長及び監察課長と協議のうえ、地方自治法施行令（ 昭和２

２年５月３日政令第１６号）第１７１条の２第１項第３号の規定による訴訟

手続きにより請求しなければならない。

(7) 債権管理

会計課長は、納期限までに納入されない復旧費が発生したときは、債権管

理簿及び税外収入徴収簿を備え、当該債権の管理をしなければならない。

第５ その他

交通規制課長及び署長は、損壊事案に係る関係書類については保管を適正に

行う等証拠保全に努めなければならない。



別記様式第１

交通事故等による交通安全施設損壊速報書

署 長 副署長・次長 交 通 官 交通課長

・ ・ ・ ・ 係 長 課 員

課 長 所 長 次 席 補 佐

速 報 日 時 平成 年 月 日 時 分

所 轄 警察署 発信者 受信者

発 生 日 時 平成 年 月 日 時 分ごろ

発 生 場 所

（路線名）

（ ）速 損壊機器名 □信号機 □道路標識 その他

(管理番号)

□ あり □ 復旧業者現地確認必要 □ なし緊急 復 旧 の 必 要 性

損 傷 状 況

第 住 所 〒

一 氏 名 生年月日

電話番号報

加 勤 務 先 〒

害 車 種 車両番号

対物保険 加入 ・ 無

者 対物保険 〒

会社等

第 住 所 〒

二 氏 名 生年月日欄

電話番号

加 勤 務 先

害 車 種 車両番号

対物保険 加入 ・ 無

者 対物保険 〒

会社等

手 配 日 平成 年 月 日 時 分復 旧

手 配 者 交通規制課 係業 者

復旧業者 連絡受理者手 配

備考 １ 該当する□内にレ印を付す。

２ 復旧業者手配欄は、交通規制課にて記載する。



別記様式第２
発第 号

平成 年 月 日

岐 阜 県 警 察 本 部 長 殿
警 察 署 長

交 通 事 故 等 に よ る 交 通 安 全 施 設 損 壊 報 告 書

認 知 日 時 平成 年 月 日 午前・午後 時 分

発 生 日 時 平成 年 月 日 午前・午後 時 分頃

（ ）設 置 の 種 類 □信号機 □道路標識 □その他

（ ）損 壊 原 因 □交通事故 □その他

設 置 場 所
損
路 線 名

傷
台 帳 ・ 管 理 番 号

等
損壊の部位

の 及び程度

状 □あり □復旧業者現地確認必要 □なし緊 急 復 旧 の 必 要 性

（ ）況 措 置 状 況 □通行止 □片側通行 □応急処置
（ ）□なし □その他

現
場 別紙のとおり（位置図、略図、写真）
略
図

交 加 害 者

通

事 示談の見通し □交通安全施設復旧誓約書 □保険（対物）加入
（ ）□その他

故
事故の原因

参 保険会社・

考 親族・雇用主

事 等連絡先

項
そ の 他 事故報告書の写しを添付のこと。

備考 １ 該当する□内にレ印を付す。



別記様式第３

交 通 安 全 施 設 復 旧 誓 約 書

平成 年 月 日 時 時 分ころ、 警察署管内の

先において

発生した交通事故等で、損壊した交通安全施設（信号機・道路標識・ ）

については、当方の費用負担により、責任を持って速やかに復旧することを誓約いたします。

、 、 。なお 緊急に復旧しなければならない交通安全施設については 岐阜県にて復旧して下さい

それに要した費用は、岐阜県に支払います。

万一、この確約に違反した場合は、いかなる処置をとられましても異議のないことを申し添

え後日の証として本書を提出いたします。

平成 年 月 日

岐 阜 県 警 察 本 部 長 様

運 転 者

住所

電話（ ） －

,氏名

職業 年齢 歳

雇用主又は保護者

住所

電話（ ） －

,氏名

職業 年齢 歳



別記様式第４
（本約定書を参考にして、加害者と締結すること。２部作成）

約 定 書

住 所
当 事 者

氏 名 車 名
（甲）

運転者 登録番号

住 所 岐阜市藪田南２丁目１番地の１
当 事 者

氏 名 岐阜県警察本部長
（乙）

施設名

事故発生日時 平成 年 月 日（ ） 時 分ごろ

事故発生場所

事故概況

約定条件

甲及び乙は、本件について、今後如何なる事由があっても裁判上または裁判以外において
一切の異議、請求の申し立てをしないことを誓約する。

平成 年 月 日

当事者（甲） 住所

,運転者氏名

住所
雇用主又は

,保護者氏名

当事者（乙） 岐阜市藪田南２丁目１番地の１

,岐阜県警察本部長 加 地 正 人


